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Ⅰ

Tokyo Water

Ⅰ これまでの振り返りと今後の目指す方向

Ⅰ これまでの振り返りと今後の目指す方向

１ 売上高と営業利益の推移（2011～2019年度）

２ 経営環境

３ 今後の目指す方向
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Ⅰ

Tokyo Water

１ 売上高と営業利益の推移（2011～2019年度）
Ⅰ これまでの振り返りと今後の目指す方向

△1,000

△500

0

500

1,000

1,500

(10,000)

(5,000)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

売上高と営業利益の推移
売上高 TSS 売上高 PUC 営業利益 TSS 営業利益 PUC

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

(単位：百万円)
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◇旧ＴＳＳ(株)の売上高推移 （単位：百万円） ◇旧(株)ＰＵＣの売上高推移 （単位：百万円）

年度 売上高 営業利益 売上高
前年度比

売上高に影響を与えた主な出来事 年度 売上高 営業利益 売上高
前年度比

売上高に影響を与えた主な出来事

2011年度 13,601 569 1,071 小管工事監督の受託開始、浄水場の受託拡大 2011年度 11,178 253 △1 水道局グループウェア一部受託終了

2012年度 13,769 27 168 小管工事監督、多摩地区水道施設管理の業務量増加 2012年度 11,529 314 351 営業所の受託拡大、都内市水道料金徴収業務の受託

2013年度 14,339 265 570 多摩地区水道施設管理、小管設計の業務量増加 2013年度 12,038 329 508 水道料金徴収ｼｽﾃﾑの付随開発の業務量増加

2014年度 15,940 434 1,602 設計・工事監督の業務量増加 2014年度 11,943 103 △95 水道料金徴収ｼｽﾃﾑの付随開発の業務量減少

2015年度 16,688 571 747 小管設計の業務量増加、あんしん診断調整受託 2015年度 12,149 354 206 営業所の受託拡大

2016年度 17,348 1,363 660 全体的な業務量増加、あんしん診断調整の本格実施 2016年度 12,156 199 7 IT関連自主事業の付随開発の業務量増加

2017年度 16,134 178 △1,214 設計・工事監督、管路維持、貯水槽調査の業務量減少 2017年度 12,036 86 △120 水道料金徴収ｼｽﾃﾑの付随開発の業務量減少

2018年度 15,479 118 △655 小管監理の業務量減少 2018年度 13,336 92 1,300 水道料金徴収ｼｽﾃﾑの区部多摩統合開発の業務量増加

2019年度 14,760 338 △719 本管監理の業務量減少 2019年度 14,175 △522 839 営業所の受託拡大、水道料金徴収ｼｽﾃﾑの付随開発の業務量増加



Ⅰ

Tokyo Water

２ 経営環境
Ⅰ これまでの振り返りと今後の目指す方向

日本の社会全体における
デジタル化の加速

人口減少、風水害等の環
境危機、水道法改正等の

新たな局面

営業利益の確保や
人員確保・育成など
事業運営上の課題
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水道局から当社への業務移転の
加速や新たな契約手法の導入

公共的な事業を担う企業として
求められるコンプライアンス

への取組強化

脱炭素社会の実現に向けた
社会的気運の高まり



Ⅰ

Tokyo Water

３ 今後の目指す方向
Ⅰ これまでの振り返りと今後の目指す方向

収益構造 危機管理体制 現場重視 ガバナンス コンプライアンス

基 盤 強 化

持続可能性を高め、東京水道に貢献

① 水道業務におけるトータルサービスの提供
② ＤＸ推進や環境施策による事業経営力の強化と魅力向上
③ 基本セグメントの全てにおける利益の確保

構 造 改 革 成 長

■ＤＸ推進 ■働き方改革
■業務プロセス改善
■新たな人材戦略

■水道局受託業務の拡大
■水道関連業務を中心とした自主事業

5

■環境施策等社会的責任を果たすための
取組の推進



Ⅱ

Tokyo Water

Ⅱ 持続可能な経営への取組

Ⅱ 持続可能な経営への取組

１ 構造改革

２ 成長

３ 基盤強化
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Ⅱ

Tokyo Water

１ 構造改革
Ⅱ 持続可能な経営への取組

ＤＸ推進 業務プロセス改善

働き方改革 新たな人材戦略

構造
改革

・当社の ＩＴ部門を活用したＤＸ推進
・ テレワーク環境の整備
・ ５つのレス徹底

・ 業務上のリスク発生の低減
・ 受託業務の効率化
・ 性能発注方式に対応するための
業務・運営体制の見直し

・ 時間・場所を選ばない勤務の推進
・ 有給休暇の取得促進
・ 超過勤務時間の見える化

・ リクルーターを活用した採用活動
・ 社員のキャリア形成支援
・ 東京水道グループ一体となった
人材育成

■ 生産性を高め、持続可能な企業へ ■ 誰もが活躍できる、働きやすい職場へ
■ ポストコロナ期を見据えたニューノーマルの推進と定着

7



Ⅱ

Tokyo Water

２ 成長 ① 水道局受託業務と自主事業の着実な推進
Ⅱ 持続可能な経営への取組

水道局受託業務の拡大 水道関連業務を中心とした自主事業

公共機関等を対象としたＩＴ関連自主事業

・ 実務研修やOJTの充実による
個々の社員のレベル向上

・ 効率的な業務運営体制の構築

・ DX推進、ICT技術の積極的な活用に
よる業務効率化

・水道関連の地元企業との協業

・DX推進、 ICT技術の導入による
業務改善等を通じた新規開発

■ 着実に業務を遂行できる体制の構築
■ 技術力を活かした水道事業体への貢献

8

・水道関連ＩＴ事業への集約の着実な推進



Ⅱ

Tokyo Water

２ 成長 ② 環境施策等社会的責任を果たすための取組の推進（ＳＤＧｓ／ＥＳＧ）
Ⅱ 持続可能な経営への取組

安全でおいしい水の安定供給への
貢献

水源林の保全管理の受託

国内・海外水道事業体への支援

ペーパーレスへの取組
グリーン調達の実施

社用車のＺＥＶ（※1）への切替
クールビズ・ウォームビズの実施

働き方改革・女性活躍の推進

ＢＣＰの策定・実施

Ｅ
（環境）

・水源林の保全管理の受託
・ペーパーレスの推進
・ＺＥＶ(※1)への切替
・グリーン調達

Ｓ
（社会）

・働き方改革の推進
・女性活躍の推進
・人材育成
・ＢＣＰの策定、実施

Ｇ
（ガバナ
ンス）

・取締役会の充実
・事業の組織的な進捗管理
・リスク管理とコンプ

ライアンスの徹底

（※1）電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池車（FCV）をいう。
9



Ⅱ

Tokyo Water

３ 基盤強化
Ⅱ 持続可能な経営への取組

■ 企業としての基礎的体力の向上
■ 構造改革を支え、成長につなげる基盤の強化

収益構造

現場重視

危機管理体制

ガバナンス強化・
コンプライアンス徹底

基盤
強化

・ 運営体制の効率化等による安定
的な利益確保

・ 採算性の精査
・ 統合基幹業務システムの導入

・ 現場の課題に即した業務プロ
セス改善
・ 職場環境の改善による魅力
の向上
・ 現場の技術・ノウハウの継承

・ 経営上のリスク課題に対するＢＣ
Ｐに沿った着実な運用

・ 災害対応におけるグループ
の連携を強化

・ 事業の組織的な進捗管理
・ 全社的なリスク管理の徹底
・ 社員のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の向上

10



Ⅲ

Tokyo Water

Ⅲ 事業部門別戦略

Ⅲ 事業部門別戦略

１ 水道施設管理・整備業務

２ お客さまサービス業務

３ 水道関連自主事業

４ 公共機関等を対象としたＩＴ関連自主事業

11



Ⅲ

Tokyo Water

１ 水道施設管理・整備業務
Ⅲ 事業部門別戦略

５年後に
目指す姿

ＤＸ推進や人材育成、組織再編により、将来にわたり安全でおいしい高品質な
水道水の安定供給に貢献

強み（Strengths) 弱み（Weaknesses)

Ｗ
機会（OpportunＩＴies) 脅威（Threats)

O T

2025年度 収支計画

業務目標（ＫＰＩ）

S
・現場業務へのタブレット等

携帯端末配備
➣１００％

・工事監督・設計事務支援
システムによる管理
➣１００％

・東京水道業務受注による経
験やノウハウ、技術の蓄積

・社内ＩＴ部門との連携

・ベテラン社員の減少と
慢性的なマンパワー不足

・水道局の仕様やマニュアル
に基づく業務履行により
創意工夫が働きにくい環境

・水道局からの積極的な業務
移転

・社会全体としてＤＸが進展

・労働力人口の減少を背景と
した技術系の人材確保難

・ＩＣＴ化の進展に伴う業務
形態の変化

12

売上高 ：12,277百万円

営業利益： 119百万円



Ⅲ

Tokyo Water

１ 水道施設管理・整備業務
Ⅲ 事業部門別戦略

アクション

課題 トピックス： 給水所等における業務拡大

○組織再編の検討や業務履行場
所の確保、人材の育成

○ICT機器の導入等による業務
効率の向上や適正な業務遂行

〇業務移転や性能発注方式によ
る包括委託への対応

○ICT化による安定給水に向け
た業務の改善

・令和３年度、和田堀給水管理所管内の給水所の維持
保全業務が東京都水道局から当社に移転

・令和４年度以降も、技術系業務を今後20年を目途に
当社へ業務移転することや、包括委託を検討してい
く方向性を明示（「東京水道経営プラン2021」より）

13

※和田堀給水所（更新工事中）



Ⅲ

Tokyo Water

２ お客さまサービス業務
Ⅲ 事業部門別戦略

５年後に
目指す姿

創意工夫により業務を効率化するとともに、お客さま対応や業務ノウハウを活
かして区部・多摩地区での統一した質の高いお客さまサービスの提供

強み（Strengths) 弱み（Weaknesses)

Ｗ
機会（OpportunＩＴies) 脅威（Threats)

O T

2025年度 収支計画

業務目標（ＫＰＩ）

・営業所運営費の削減
➣５％減

・新規採用者早期戦力化
➣前年度採用社員の

レベル２認定９０％

S
・水道事業の知識が豊富な

社員が多数在籍

・水道業務に精通した
ＩＴ技術者が多数在籍

・受託拡大に伴い業務経験の
少ない社員増大

・若手ＩＴ技術者が不足

・水道局からの積極的な業務
移転

・社会全体としてＤＸが進展

・急速な受託拡大に伴う人材育
成への影響

・ＩＣＴ化の進展に伴う業務形
態の変更

14

売上高 ：15,049百万円

営業利益： 384百万円



Ⅲ

Tokyo Water

２ お客さまサービス業務
Ⅲ 事業部門別戦略

アクション

〇業務プロセスの見直しや体制整備、
社員の業務ノウハウや技術力の維
持向上

○業務スキルの向上と統一的なサー
ビスの提供、新たなデジタル化へ
向けた水道局との連携

課題

○業務移転に伴う人材確保と育成

○質の高いお客さまサービスに向け
た水道料金徴収システムの区部・
多摩統合や、それに伴うお客さま
センターの機能一元化等への対応

トピックス： 区部営業所の業務移転の加速

15

・令和３年度、文京営業所の業務が東京都水道局から
当社に移転

・令和４年度以降も、引き続きグループ経営を推進し、
営業所業務を今後10年を目途に当社へ移転する方向性
を明示（「東京水道経営プラン2021」より）

【営業所・サービスステーション業務】



Ⅲ

Tokyo Water

３ 水道関連自主事業
Ⅲ 事業部門別戦略

５年後に
目指す姿

自主事業に必要な要員を確保・育成し、水道トータルサービス会社ならではの
力を発揮することで、国内外水道事業体の事業運営に持続的に貢献

強み（Strengths) 弱み（Weaknesses)

S Ｗ
機会（OpportunＩＴies) 脅威（Threats)

O T

2025年度 収支計画

売上高 829百万円

営業利益 56百万円

業務目標（ＫＰＩ）

・国内水道事業新規受注
➣１０件以上

・海外水道事業新規受注
➣１０件以上

16

・多様な職種・経歴の社員を
活かしたトータルサービス

・東京の水道事業を安定的に
支えてきた信頼性

・東京以外に拠点とできる支
社がない

・遠隔地勤務の要員が不足

・水道法改正に伴う広域化・
官民連携の推進

・自治体経験者の従事が要件
であるＯＤＡ案件が増加

・全国に支社を有する他民間
企業・団体との競合

・労働力人口の減少を背景と
した人材の確保難



Ⅲ

Tokyo Water

３ 水道関連自主事業
Ⅲ 事業部門別戦略

17

アクション

〇技術力や経験・ノウハウの提供
を主とした業務受注

〇地元企業を通じたオンラインで
の営業活動によるエリア拡大、
受託を見据えた要員確保・育成

課題

〇新規受託案件の獲得とリスク回
避の両立

〇地方への新規営業活動と遠隔地
勤務要員の確保

トピックス： 地元企業との協業による新規営業活動

・地域で力を発揮する地元有力企業との既存の協力
関係を活用した新規営業活動によるエリア拡大

・水道事業体の経費削減やお客さまサービスの向上
を通じて全国との「共存共栄」に寄与



Ⅲ

Tokyo Water

４ 公共機関等を対象としたＩＴ関連自主事業
Ⅲ 事業部門別戦略

５年後に
目指す姿

強み（Strengths) 弱み（Weaknesses)

ＷS
機会（OpportunＩＴies) 脅威（Threats)

O T

2025年度 収支計画

売上高 968百万円

営業利益 193百万円

業務目標（ＫＰＩ）

18

・政策連携団体としての安定
感と水道事業における専門
性

・公共機関のシステムを開発・
運用してきた経験と実績

・若手・中堅が少なくスキル
レベルの維持に課題

・水道局におけるDXの推進
（新たなサービスの展開に伴

うシステム改修の需要等）

・労働力人口の減少を背景と
したＩＴ系人材の確保難

・システムごとの
ロードマップ策定
➣100％

・事業集約による業務終了
➣５件

水道関連ＩＴ事業への集約の着実な推進



Ⅲ

Tokyo Water

４ 公共機関等を対象としたＩＴ関連自主事業
Ⅲ 事業部門別戦略

19

アクション

課題 トピックス： 東京都のＤＸ推進と当社の方向性

〇水道関連ＩＴ事業への円滑な
集約

〇既存業務の安定運用と収益確保

〇事業集約に向けた顧客調整及
びロードマップの作成

〇事業規模に合わせた執行体制の
最適化及び営業体制の見直し

■東京都の取組
２０２２年９月
「東京のDX推進強化に向けた
新たな展開」公表

➣新団体“GovTech東京”設立構想（2023年予定）
➣都庁のデジタル基盤をクラウドベースに転換（2025年度～）

・各局共通で使えるデジタルツールの拡充
・全庁システム、各局業務システムやサーバのクラウド化

■今後の対応と方向性

多様な開発スキル・ノウハウを持つ公共ＩＴ事業の人的リソースを
段階的に水道関連ＩＴ事業へ集約

公共ＩＴ

水道関連ＩＴ 水道関連ＩＴ

公共ＩＴ

水道関連ＩＴ



Ⅳ

Tokyo Water

Ⅳ 経営目標

Ⅳ 経営目標

１ 財務目標

２ 営業利益の増減要因

３ 設備投資計画

４ 経営指標

５ 持続可能な経営への取組に関する主な達成目標

20



Ⅳ

Tokyo Water

１ 財務目標
Ⅳ 経営目標

2019年度
実績

2025年度
計画

差異

売上高 28,935 29,123 188

売上原価 27,118 25,327 ▲1,791

売上総利益 1,816 3,796 1,980

販管費 2,000 3,043 1,043

営業利益 ▲184 753 937

21

（参考）
セグメント別営業利益予測

2025年度
計画

水道局受託事業 504

水道施設管理・整備業務 119
お客さまサービス業務 384

自主事業 249

水道関連 56
公共機関等を対象としたＩＴ 193

合 計 753

※2019年度は旧ＰＵＣと旧ＴＳＳの金額を単純合算したもの
※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

（単位：百万円） （単位：百万円）
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２ 営業利益の増減要因
Ⅳ 経営目標
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営業利益（937）2019年度
営業利益（実績）

2025年度
営業利益（見通し）

① 売上高内訳
水道局受託事業： 459
※営業所・給水所等の業務移転
による

自主事業 ：▲271
※大規模開発案件の終了による

④ 外注費(派遣費)内訳
水道局受託事業： 400
※CCの体制見直しによる
自主事業 ： 1,149
※大規模開発案件の終了による

⑤ 諸経費の減少内訳
汎用機維持管理費： 1,414
※SWAN/TAMAｼｽﾃﾑ統合による
設備投資(新規) ：▲ 466
新期営業所設置等：▲ 125
※直営化に伴う費用増を含む
その他 ： 60

③ 外注費(再委託)内訳
水道局受託事業 ： 1,057
※運転管理業務の直営化による
自主事業 ： 10

② 労務費内訳
一般社員 ：▲3,418
OB等社員 ： 1,136
出向社員 ： 724
その他社員：▲1,192
※内訳の増加要因は、業務拡大、
直営化などによる

合計： 188 合計：▲2,750 合計：1,067 合計： 1,549 合計：883

（単位：百万円）
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3 設備投資計画
Ⅳ 経営目標
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3,365百万円

□ＤＸ・ICT関連
タブレット導入

□社内インフラ関連
統合基幹業務システム（ERP）
の導入等

□SDGs関連
社用車のZEVへの切り替え

□水道施設管理・整備業務
業務支援システム改修

□お客さまサービス業務
サーバ等機器、ソフトウェアの入れ替え

□水道関連自主事業
サーバ等機器の入れ替え

□公共機関等を対象としたＩＴ関連自主事業
サーバ等機器の入れ替え

□社内インフラ関連
社内ＰＣ、通信機器等の入れ替え

2021年度から2025年度までの設備投資

新規導入

466百万円

機器の入れ替え等

■ 機器の入れ替え等は、主に受託業務で使用するサーバ等機器や社内インフラ機器を入れ替え
■ 新規導入では、統合基幹業務システム（ERP）を2022年度内に導入・試行予定

※ 設備投資の年平均額は、毎期の減価償却費の範囲内である。
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４ 経営指標
Ⅳ 経営目標

2019年度実績 2025年度計画

当座比率（当座資産/流動負債×100） 185.2％ 206.4％

自己資本比率（自己資本/総資本×100） 43.9％ 52.3％

販管費比率（販管費/売上高×100） 6.9％ 10.5％

1人あたり営業利益（営業利益/人数） － 237千円
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経営指標

2019年度実績 2025年度計画

営業利益率
(営業利益/売上高
×100)

水道施設管理
・整備業務 －

1.0%

お客さまサービス業務 2.6%

目指す姿

1.5%以上

1.5%以上

水道局受託事業における経営指標

自主事業における経営指標
2019年度実績 2025年度計画

営業利益率
(営業利益/売上高
×100)

水道関連自主事業
－

6.8%

公共ＩＴ関連自主事業 20.0％

目指す姿

6.8%以上

20.0％以上

（※1）

（※1） 旧(株)PUCは、販売費を原価に計上していたため、販管費比率が低くなっている。

目指す姿

100％以上

40％以上

10.5％以下

237千円
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５ 持続可能な経営への取組に関する主な達成目標
Ⅳ 経営目標

項目 指標 2019年度
実績

2025年度
目標

働き方改革 終日テレワーク率
（終日テレワーク日数／総勤務日数 対象:テレワーク可能な社員）

ー 20％

業務プロセス改善 業務プロセスの改善件数 ― 5件以上

新たな人材戦略
水道局受託業務に関する資格取得者数
（会社が費用負担する資格を対象）

― 90名以上

SDGs/ESG ＺＥＶ（※1）への切替台数 ー 14台

収益構造
水道局営業所受託業務のコスト削減率 （対2020年度比）
（〔2020年度受託済営業所のコスト－202０年度受託済営業所の2025年度のコスト〕
／202０年度受託済営業所のコスト）

― 5％

収益構造 ＥＲＰ導入による経費削減 ― 40百万円

25

（※1）電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池車（FCV）をいう。
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注意事項

計画、見通し等に関する記述について

本資料に掲載されている計画、見通し、戦略等将来に関す
る記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、不確定な要因を含んで
おります。

今後の状況により、計画を変更する可能性があります。
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